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総合資源エネルギー調査会 資源・燃料分科会（2020年12月2日）

 これまでは、再生可能エネルギー（太陽光、風力、地熱、水力、バイオマス）と原子力がゼロエミッ
ション電源比率にカウントされてきた。

 これに加え、燃焼してもCO₂を排出しないアンモニアも、水素と同様に、カーボンニュートラルに資
するゼロエミッション燃料として期待される。

カーボンニュートラルの実現に向けた燃料アンモニアの位置づけ

天然ガス等
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電気分解

3H2＋N2 → 2NH3
N

H H H

CH4＋H2O→ 3H2＋CO
CO＋H2O→ H2＋CO2

水素
(H2) 
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により窒素を取り出す

高温の水蒸気と反応
CCS等によりCO2をオフセット

2NH3 ＋ 3/2O2
→ N2 ＋ 3H2O

発電

アンモニアには炭素が含まれないため、
アンモニア燃焼時にはCO₂が発生しない
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石油
天然ガス
石炭

 燃焼してもCO２を排出しないアンモニアは、新たな燃料としての活用が期待される。すでに肥料用途を中心に
国際的な貿易インフラが整っており、燃料用途のための高圧化や冷却化等の技術的課題も少ない。

 今後、石炭火力混焼に加え、船舶や工業炉等への用途拡大も見込まれ、技術開発や、大量供給確保のため
のサプライチェーン構築等が課題。

燃料アンモニアの活用に向けた取組

アンモニア
石炭火力
発電混焼

液化：
常圧－33℃
もしくは8.5気圧(20℃)

肥料

アンモニア
製造

船舶

新たな用途

既存用途

海上輸送

国内貯蔵

＜アンモニアサプライチェーンのイメージ＞

アンモニア輸出量（世界全体、2018年）

トリニダード・トバゴ
22.0%

ロシア
21.4%

サウジアラビア
8.2%

インドネシア
7.1%

アルジェリア
7.0%

カナダ
4.8%

カタール
4.3%

イラン
4.1%

マレーシア
2.9%

エジプト
2.9%

その他
15.3%

計1967万トン

＜既存のアンモニアの市場規模＞ アンモニア混焼技術開発
• 試験用ボイラーにおけ

るアンモニアを20％混
焼実験を通じて、排気
中のNOx値が一定の
範囲にコントロール可
能なことを確認した。

• 来年度より、実機を活
用した実証試験を実
施予定。

再生可能
エネルギー
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燃料アンモニア導入官民協議会について

 本年10月、燃料アンモニアの導入及び活用拡大に向けて、官民で課題解決等を図るための協議会を設置。

＜協議会の概要＞

 趣旨

 構成員

＜今後の論点＞

1. 燃料アンモニアの認知向上

2. 需要側（JERA等）のモチベーション向上 → 国内制度への対応の検討

3. サプライチェーン構築 → JOGMEC、JBIC、NEXIによる支援のあり方の検討

今後、燃料アンモニアの導入及び活用拡大に対応するためには、サプライチェーンの効率化や強化といった技術的・
経済的な課題への対応が必要となる。こうした課題やその解決に向けたタイムラインを共有し、議論する。

（民）三菱商事、丸紅、JERA、JPOWER、日揮、IHI、三菱重工業、
日本郵船、日本エネルギー経済研究所、グリーンアンモニアコンソーシアム

（官）資源エネルギー庁資源・燃料部、JOGMEC、JBIC、NEXI
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＜燃料アンモニア導入に向けた視点（案）＞ 

令和２年 12月７日 

資源エネルギー庁 

 

我が国における 2050年のカーボンニュートラル実現に向けて、燃焼しても二酸

化炭素を排出しないアンモニアの導入は、石炭火力への混焼を始め、船舶や工業炉

等の二酸化炭素排出削減を図る上で重要な取組みである。 

今後、関係者の取組が効果的にタイムリーに実施されることが、燃料アンモニア

の 2020年代後半の商用ベースでの導入、その後の拡大に必要であるが、その際、

以下の視点を踏まえて取組を行う。 

 

① 燃料アンモニア供給の安定化を図るため、調達先国の政治的安定性・地理的

特性に留意した上で、単に外国事業者からアンモニア調達するのではなく、

我が国企業が中長期的に安定してアンモニアをコントロールできる形での調

達に努める、 

② 競争力のある燃料アンモニアを導入するため、原料の調達、生産、輸送/貯

蔵、利用、ファイナンス等においてコスト低減を図る、 

③ 当面は普及に重点をおき広くアンモニアの導入を図るが、その後は、生産時

に排出される二酸化炭素については合理的なコストでの抑制を図る。また、

アンモニア由来の電気が評価される環境整備を図る。 

④ アジア諸国をはじめ世界の脱炭素移行に貢献するため、燃料アンモニアに係

る技術やノウハウのアジア等への展開を図るとともに、アンモニア事業に係

る規格・標準化等の環境整備を図る。 
 

＜参考＞新国際資源戦略（令和２年３月策定） 

Ⅳ．気候変動問題への対応 

 ２．対応の方向性 

 （３）燃料アンモニアの利用拡大 

燃料アンモニアは、再生可能エネルギーや CO2EOR、CCS、植林等の手法 を用いた場合はカーボンフリ

ーとなる。また、既にグローバルサプライチェーンが確立されているといった利点も有している。 

2014～2018年には、内閣府 SIP プロジェクトとして基礎研究が進められ、懸念されていた NOx排出

は技術開発により抑制可能なことが確認された。 

今後は、火力発電や工業炉、船舶等からの CO2削減に向け、水素と同様に、諸外国で生産された再生

可能エネルギーを石油や天然ガスと同様にエネルギー資源として捉えて輸入するというコンセプトを強

く意識しながら、現在 FSが進められている燃料アンモニアの混焼を含めて、着実に技術開発等を進める

ことが必要である。 

（燃料アンモニア実証事業） 

 燃料アンモニアのサプライチェーン構築のため、アンモニアの調達に関するフィージビリティース

タディを実施する。  

 燃料アンモニアの利用を促すため、火力発電での混焼や工業炉、船舶等での利用を念頭に実証事業

を実施する。 
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